
※予算現額・収入済額は、今年度の予算と前年度からの繰越を合わせた金額
です。

※端数処理の関係により、100％とならない場合があります。

歳入（市の収入）
予算現額

36億5,670万円
2億9,271万円
8億3,524万円
70億　　　　 円
1億3,821万円
1億9,703万円
71億4,420万円
35億5,130万円
22億4,760万円
6億1,898万円
19億5,960万円
8億9,887万円

285億4,044万円

収入率
61.3 
45.7 
58.6 
72.4 
45.7 
45.4 
25.5 
5.0 
68.1 
258.2 
0.0 
36.3 
47.4 

収入済額
22億 4,166 万円
1億 3,383 万円
4億 8,948 万円
50億 6,938 万円

6,315 万円
8,944 万円

18億 1,830 万円
1億 7,667 万円
15億 3,114 万円
15億 9,851 万円

0万円
3億 2,644 万円

135億 3,800 万円

款 
市税
交付金等
地方消費税交付金
地方交付税
負担金及び分担金
使用料及び手数料
国庫支出金
県支出金
繰入金
繰越金
市債
その他諸収入
歳入合計

（単位：％）

※市債は、公共施設建設や用地買収のための資金を、国や銀行などから借り
入れるものです。

市債（借入金）
現在高

97億 6,036 万円
1億 8,424 万円
4億 1,782 万円
7億    684 万円
11億    115 万円
70億 8,566 万円
1億 6,073 万円

1,257 万円
194億 2,937 万円

目的別
総務債
民生債
衛生債
農林水産債
土木債
教育債
商工債
災害復旧債
合計

予算現額
2億1,517万円
29億5,835万円
118億2,582万円
12億9,516万円

1,840万円
14億2,033万円
2億1,212万円
26億1,892万円
6億8,720万円
49億2,925万円

6,569万円
20億4,336万円
2億2,037万円

3,030万円
285億4,044万円

執行率
48.6
34.8
46.8
40.0
41.0
24.4
46.6
20.3
65.5
25.4
10.3
48.7
2.8
0.0
38.1

支出済額
1億   457万円
10億3,066万円
55億3,172万円
5億1,754万円

755万円
3億4,600万円

9,895万円
5億3,070万円
4億5,025万円
12億5,223万円

678万円
9億9,582万円

614万円
0万円

108億7,891万円

款 
議会費
総務費
民生費
衛生費
労働費
農林水産業費
商工費
土木費
消防費
教育費
災害復旧費
公債費
諸支出金
予備費
歳出合計
※予算現額・支出済額は、今年度の予算と前年度からの繰越を合わせた金額
です。

※端数処理の関係により、100％とならない場合があります。
※予算現額は予備費充当後の額となっています。

歳出（市の支出） （単位：％）

歳出
執行率
47.0
45.0

会計名 
国民健康保険事業特別会計 
後期高齢者医療特別会計

予算現額
58億 3,915 万円
4億 5,451 万円

支出済額
27億 4,469 万円
2億   434 万円

（単位：％）

下水道事業会計　
区分
収益的収入
収益的支出
資本的収入
資本的支出

予算現額
11億 15万円
9億 6,717 万
9億 302万円

11億 5,926 万円

収入・支出済額
3億 5,265 万円
1億 3,686 万円
4億 5,185 万円
1億 3,877 万円

収入・執行率
32.1
14.2
50.0
12.0

（単位：％）

一般会計（教育や福祉、土木など基本的な行政運営の経費をまかなう会計）

歳入
収入率
40.0
52.3

会計名 
国民健康保険事業特別会計 
後期高齢者医療特別会計

予算現額
58億 3,915 万円
4億 5,451 万円

収入済額
23億 3,378 万円
2億 3,789 万円

（単位：％）

特別会計（特別の目的や利便のために一般会計と区分して経理される会計で、それぞれ独自の予算を組んでいます）

水道事業会計　 （単位：％）

区分
収益的収入
収益的支出
資本的収入
資本的支出

予算現額
12億   961 万円
11億 3,009 万円
5億 4,177 万円
8億 2,564 万円

収入・支出済額
5億 1,677 万円
3億 3,569 万円

0万円
1億 6,176 万円

収入・執行率
42.7
29.7
0.0
19.6

公営企業会計 （企業としての経済性を発揮しながら運営していく会計で「独立採算制」を原
則としている事業です。市では、水道事業と下水道事業がこれにあたります）

 市では、市民の皆さまに納めて頂いた市
税などがどのように使われているのかを
お知らせするため、年に２回、財政状況
を公表しています。今回は令和4年度上
半期（令和4年4月から令和４年9月まで）
の財政状況をお知らせします。（令和４
年9月末現在）

市の資産・貯金
土地
建物
基金合計
　財政調整基金
　減債基金
　その他基金
証券その他権利
車輌

1,890,570  ㎡
171,608  ㎡

89億 1,007 万円
22億 1,292 万円
27億 1,335 万円
39億 8,380 万円
3億 2,896 万円
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一時借入金の状況
会計名
一般会計
国民健康保険事業特別会計
後期高齢者医療特別会計
水道事業会計
下水道事業会計

現在高
0円
0円
0円
0円
0円

南城市の人口・世帯数
人口 45,766 人
女 22,692 人
男 23,074 人
世帯数 19,269 世帯

（令和4年3月末現在）

※各予算現額、収入・支出済額は、今年度の予算と前年度からの繰越を合わ
せた金額です。

企業債現在高
公営企業会計名 現在高
水道事業企業債 　15億 2,327 万円
下水道事業企業債 　36億 2,436 万円 

公平な税負担を !
令和4年度 差押執行件数
�税務課　�917-5328

● 預貯金 16件　● 給与･年金 3件 
● その他 5件　合計 24件 （令和4年10月末時点）
※地方税法では税負担の公平性を期すため、督促状を
発してから10日を経過した日までに納付されない
時には、滞納者の財産を差し押えなければならない
と規定しています。早めの納付をお願いします。

固定資産税 第3期の納期について
�税務課　�917-5328

12月は固定資産税第3期の納付月となって
おります｡納め忘れのないよう早めの納付を
お願いします｡
※口座振替日は12月20日 (火 )です｡

市税等ショートメール
なりすましにご注意を !
�税務課　�917-5328
� https://www.nta.go.jp

南城市では市税を納め忘れた方に対し、ショー
トメールサービスによる税の案内を以下のと
おり送信しております。

１月は固定資産税（償却資産）
の申告期間です
�税務課　�917-5328
● 固定資産税の償却資産とは、土地・家屋以外で事業のた
めに使用する機械や設備などの資産のことをいいます。

● 南城市内に償却資産を所有している場合は、毎年1
月1日現在の所有状況を申告していただく必要があ
ります。（地方税法 第383条）

● 令和4年中に申告があった事業所へは、12月末に申
告案内を送付します。令和5年1月4日から令和5年
1月31日までに税務課へ申告してください。

● 新規の申告の場合は税務課資産税係までご連絡く
ださい。 

電力・ガス・食料品等の価格
高騰による負担増を踏まえ、
特に家計への影響が大きい
住民税非課税世帯に5万円を
給付します。

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金のご案内 � 社会福祉課　�917-5334

対象世帯❶ 住民税非課税世帯

世帯全員が令和4年度住民税が非課
税の世帯（令和4年9月30日時点で
南城市に住民登録がある世帯）

申請：対象と思われる世帯に確認書
等を送付します。内容を確認して返送
してください。

令和5年1月31日(火)まで
申請期限

1世帯あたり5万円
支給額

※①②ともに、世帯全員が住民税が課税されている人の扶養に入っている場合は対象外。

納期限:令和4年12月26日(月)
令和4年度 差押執行件数

「南城市市民サービスコールセンターより市税(○○税）
に関する大切なご案内がございます。お手数ですが次
の番号にご連絡ください。�098-852-5780」

送信内容 

・ 一般企業
・ 個人経営者（工業、商業、飲食店、医業、農業、アパート経営など）

申告する必要がある事業主

・ 事業に使用する構築物や設備、機械、備品や器具、太
陽光発電設備

・ 耐用年数が過ぎていても使用している資産等

申告の対象となる資産

● 国税庁をかたった不審なショートメッセージやメール
から、国税庁ホームページになりすました偽サイトへ
誘導する事例が見つかっています。詳しくは、国税庁
ホームページをご確認ください。

● 南城市ではURLを付けて税の案内はいたしておりま
せんので、心あたりのないメールは開かず、偽サイト
へアクセスすることがないようにご注意ください。

なりすましにご注意を

対象世帯❷ 家計急変世帯

予期しない事情で令和4年1月以降
の収入が減少し、世帯全員が住民税
非課税相当の収入となった世帯

申請：本人からの申請が必要です。担
当課にご相談ください。

子育ての �お問合せ　�電話（市外局番 098）　�FAX　�メールアドレス　�ホームページ 南城市 財政状況（令和 4年度 上半期）お知らせ
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